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１．デジタル道路地図基礎資料作成の目的 

 
国土交通省の各地方整備局、北海道開発局、内閣府の沖縄総合事務局は，道路情報の最新の状

況をデジタルデータとして把握し活用するため、毎年、全国のデジタル道路地図データベース

(DRM データベース)を整備・更新しています。この DRM データベースを用いて、VICS、特車

オンライン申請システム、道路交通センサス、交通事故分析など、様々な道路管理におけるシス

テムが運用されるとともにカーナビ用の基盤地図としても活用されています。 
 
 一方、国土地理院では、国土管理、地域防災の基本となる「電子国土基本図」を整備していま

す。電子国土基本図は、国や自治体の管内図をはじめ、民間が作成する様々な地図の更新などに

も利用されており、特に道路等の情報については高精度かつ最新の情報として整備を進めている

ところです。 
 

これらの DRM データベースや電子国土基本図は、最新の道路更新情報に基づいて着実な更新

が必要です。そのため、国土交通省地方整備局等と国土交通省国土地理院地方測量部が合同で毎

年定期的に「デジタル道路地図基礎資料の作成」を主要道路の管理者に依頼するものです。それ

ぞれの道路管理者が持っている情報で、近く新規供用される道路の情報や管理者・施設等の変更

情報を各地図更新用の基礎資料として所定の様式にまとめるとともに、当該箇所の図面データ等

の提供を依頼するものです。 
 

精度の高い DRM データベースと国土の基本図が整備され、迅速に着実に更新されるためには、

「デジタル道路地図基礎資料」の質の高さに負うところが多大であり、関係道路管理者のご協力

が必要不可欠です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DRMデータベース 

電子国土基本図 

DRMデータベースの特徴 

 
DRMデータベースは、道路のネットワークを表

す地図のデータベースで、道路網を形成するノー

ドとリンクには、官民が情報を共有するための固有

番号（ID）が付与されています。 

また、路線名、橋梁・トンネル、踏切等の道路に

関する構造物や道路交通センサスの統計情報な

ど、道路に関する情報を保有しています。 

電子国土基本図の特徴 

 
電子国土基本図は、国土地理院が刊行してい

る1/25,000地形図の電子地図版に相当するも

ので、道路形状（都市計画区域等では1/2,500精
度）のほか、等高線による地形や建物、土地利用

の様子、地名などが詳細に表示されています。

インターネット上で、様々な地理的情報を重ねて

表示することができ、地図を背景にした情報共有

が可能です。 
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２．作成・提供いただく資料 

（１）作成いただく資料	
①更新データ一覧表 

■様式１「更新データ一覧表」（9p～11p 参照） 

参照用提供資料 
前年度の道路管理者提供資料によるデータ化の状況、国の補助対象道

路及び更新対象の道路情報を整理したリスト 

対 象 道 路 
一般国道・主要地方道・一般都道府県道及び 

車道幅員 5.5m 以上の政令市道 

 

供用予定時期 令和元年度～令和３年度末 

作 業 

①道路の更新箇所について     

   新規供用、拡幅・中央分離帯設置（上下分離）、線形改良、交差点 

  改良、管理変更（過去３年間の管理変更・廃道など）等を記載する。 

②道路施設等について 

   橋梁等の対象施設の名称（漢字等の表記と読み仮名）を、①から 

  改行して記載する。 

・10、11 ページ様式 1 の作成ポイント及び 8 ページの対象事象を 

 参照して下さい。 

対 象 道 路 車道幅員 5.5m 以上の道路法以外の幹線的な農道・林道・臨港道（※１）

 

供用予定時期 令和元年度内（事実上の交通開放を含む） 

作 業 
令和元年度内に開通又は開通を予定している対象道路について道路の

情報を記入して下さい。 

対 象 道 路 
車道幅員 3.0m 以上の自動車通行可能な政令市の市道・農道・林道・臨

港道路 

 

供 用 時 期 平成３０年度に変化のあった道路（※２）（事実上の交通開放を含む） 

作 業 更新データ一覧表へ上記対象道路（構造物含む）を記入して下さい。 

※１ 幹線的な道路とは、広域的な交通が多くネットワークをなす路線、国の補助事

業対象道路、広域農道、大規模林道、広域基幹林道、主要な観光地へ連絡する道

路、特殊車両通行道路として位置づけられる道路、災害対策基本法に基づく地域

防災計画における緊急輸送道路（今後位置づけられる予定の道路も含む） 

※２ 変化のあった道路とは、平成３１年３月までに開通済みの自動車通行可能な道

路で、新設や交差点改良などを指します。 

 
■様式２「路線データ」（23p 参照） 

参照用提供資料 前年度の路線に関する情報のリスト 

対 象 道 路 一般国道・主要地方道・一般都道府県道及び主要幹線市道 

更 新 予 定 時 期 令和元年度末 

作 業 
令和元年度内の変更予定箇所を修正するとともに、追加路線の情報

を記載する。 
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②位置図 ※管内図・パンフレット等、既存の資料で位置が示された資料があれば作成不要 
■位置図（12p、13p 参照）、■道路冠水想定箇所図（20p 参照） 

希望する資料の内容 更新対象箇所を記載した地図（既存の図が無い場合作成） 

対 象 
様式１、様式２に情報を追加・修正し、工事用図面を提供する箇所

及び移管する箇所 

作 業 

位置図に用いる管内図又は地理院地図等に、更新対象箇所の位置と

様式１の対応番号を記入する。 
道路冠水想定箇所図がない場合も同様に、道路冠水想定箇所リスト

と対照する番号を記入した位置図を作成する。 

 
 

（２）提供いただく資料	
①前記、更新データ一覧表に記載箇所の図面等 

■工事用図面等（平面図/縦断図/標準横断面図/道路中心線座標リスト）（14～18p 参照） 

希望する資料の内容 
道路の形状、既存の道路との接続関係が分かる工事用平面図、及び平

面図に対応する縦断図、道路中心線の座標（測地座標又は平面直角座

標）リスト、標準横断面図 

対 象 様式１、様式２に追加した新規道路及び道路改良箇所 

フ ァ イ ル 形 式 
CAD 形式⇒SXF （拡張子が P21 又は SFC） 、または AutoCAD
（拡張子が DXF 又は DWG）  

 

 
■道路冠水想定箇所（19p、20p 参照） 

希望する資料の内容 道路冠水想定箇所リスト（道路冠水想定箇所図、位置図（20p 参照））

対 象 道路冠水想定箇所の全て 

フ ァ イ ル 形 式 エクセル形式（拡張子が xls または xlsx） 

 ※政令市から整備局又は国道事務所に資料提出している場合は、提出不要 

  

   ■管内図 2 部 

対 象 最新の管内図 

フ ァ イ ル 形 式 紙媒体（２部）、または PDF 形式（拡張子が PDF） 
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②照会票に対するご回答 

更新データ一覧表の照会票欄に記載のある場合は、照会票を同封させて頂いており 

ます。「更新データ一覧表 政令市」（9p 例 1 参照）の照会内容に対するご回答をお願

いします。 

照 会 票 の 内 容 
デジタル道路地図データベース整備にあたり、確認したい事象及びご

提供頂きたい資料等を具体的な内容で示したもの 

作 業 照会へ対するご回答、または照会回答に必要な図面のご提供 

フ ァ イ ル 形 式 
平面図等提出の場合は、前記①のファイル形式 
回答のみの場合は、回答を記載した Word、PDF 等の電子ファイル 

       

 

      照会票 例 
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（３）機関別提出資料一覧 

 

※ 位置図の作成について 

1 枚の位置図に、複数の箇所を記載して下さい。 
既存のパンフレットや事業概要等で位置がわかる場合は、位置図を作成する必要ありません。 

 

【工事用図面】 

道路の新設・改良箇所は、①平面図、②縦断図、③標準横断面、④道路の中心線座標を必ず提出する。 

提出資料 

関係機関 

作成資料 
地方整備局 

国道事務所 

高速・都市高

速道路会社 

都道府県 

政令市 

都道府県 

土木事務所 

市区町村 

農林・港湾 

（１）更新箇所一覧表             

 ①様式１更新データ ○ ○ ○ ○ ○ 例 1 

 ②様式２路線データ ○ ○ ○ ― ― 例 19 

（２）位置図※             

 ①道路の新設 ○ ○ ○ ○ ○ 例 2 

 ②道路の改良 ○ ○ ○ ○ ○ 例 3 

 ③施設の新設・廃止 ○ ○ ○ ○ ○ 例 4 

 ④施設の移設 ○ ○ ○ ○ ○ 例 5 

 ⑤施設名称の変更 ○ ○ ○ ○ ○ 例 6 

 ⑥区間情報の変更 ○ ○ ○ ○ ○ 例 7 

 ⑦公共施設の変更 ○ ○ ○ ○ ○ 例 8 

（３）工事用図面等※             

 ①平面図ＣＡＤデータ ○ ○ ○ ○ ○ 例 9、10 

 ②中心線座標リスト ○ ○ ○ ○ ○ 例 11 

 ③縦断図ＣＡＤデータ ○ ○ ○ ○ ○ 例 12 

 ④標準横断面図ＣＡＤデータ ○ ○ ○ ○ ○ 例 13 

（４）距離標入り平面図 ○ ― ― ― ― 

（５）現・旧・新道区分図 ○ ― ― ― ― 

（６）道路冠水想定箇所             

 ①箇所リスト ○ ― ○ ― ― 例 14 

 ②想定箇所図・位置図 ○ ― ○ ― ― 例 15、16 

（７）参考資料             

 ①管内図 ○ ○ ○ ○ ○   

 ②事業概要 ○ ○ ○ ○ ○   

 ③事業パンフレット等 ○ ○ ○ ○ ○   
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項目（更新の種類） 道路の新設・改良 
道路構造物等の新設・廃

止・移設・名称変更等 
管理変更 

名称設定、事務所

位置等の新設・変

更 
路線データ変更 

資 料 対 象 

・新規供用（道路の新設、バイパス） 

・拡幅等（車線数の増加・減少、中央

分離帯設置（上下線分離）、道路中

心線の移動が該当し、幅員変更の

みは非該当） 

・線形改良（局部改良、橋梁架替、ト

ンネル等による道路中心線の移

動 ） 

・交差点の改良（交差点立体化、ラウ

ンドアバウト、接続道路位置の変

更、導流路の設置・撤去が該当し、

右左折車線の設置のみは非該当 

・スマート IC 

・橋・高架（延長 15ｍ以上）、ト

ンネル 

・踏切、立体交差、横断歩道

橋、料金所、SA・PA の駐車

場 

・道路冠水想定箇所 

・ロックシェッド・スノーシェッ

ド・スノーシェルター 

  

・道路新設に伴う旧道移管 

・道路管理者、道路種別、

路線番号等の変更 

・有料道路の無料化・自動

車専用道路の指定変更、

IC ランプ,交差点導流路

等、道路構造から決まる

一方通行の変更。市街地

部等の一方通行は対象外

・道路の廃止 

・交差点名称、道路通

称名（直轄国道バイ

パス名など）等が該

当 

・出張所等（地方整備

局、役場地等）の新

設、移転、名称変更

 

・路線名称の変更、始

点終点位置の変更 

供 用 ・ 実 施 予 定 時 期 
令和元～３年度（車道幅員 5.5ｍ以上）※ 

平成３０年度開通済み（車道幅員 3ｍ以上） 
平成２９～令和元年度 平成３０年度又は令和元年度 

提

出

資

料 

と

凡

例 

箇 所 一 覧 表  様式 １ （例１) 様式２（例１９） 

位 置 図 (例２～８)  

現 ・ 旧 ・ 新 道 区 分 図    

Ｃ Ａ Ｄ 

デ ー タ 

平 面 図  (例９又は例１０)    

縦 断 図  (例１２)    

標 準 横 断 面 図 (例１３)    

中 心 線 座 標 リ ス ト (例１１)    

道 路 冠 水 想 定 箇 所  (例１４～１６)   

異 常 気 象 時 通 行 規 制  (例１７)     

緊 急 輸 送 道 路  (例１８)   

※車道幅員 5.5ｍ以上で道路法適用以外の農道・林道・臨港道は令和元年度供用予定までが対象

３．【様式 1】 政令指定市の一般国道、主要地方道、一般都道府県道、一般市道、農道、林道、臨港道路 

 

項目別提出資料一覧 
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例：更新データ一覧表（	様式１_政令市	）	
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

例１ 

確認済みの場合

は「済」と記入 

旧道が移管、廃止されない

場合は「ダブル管理」と記入

記入例は架空のものです。 

例示した位置図とこの表の記入例は対応していません。 

標準幅員を記入 

記入者、電話番号等を記入

月が未定の場合は年度のみで可 

上下線が分離されている場合

は車道幅員の合計値を記入 
供用予定の変更が多数あ

り、必ずご確認願います 

５Ｐの「照会票に対するご回答」

を参照頂きご回答願います 
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様式 1 の作成ポイント 

■供用予定や工事図面に大幅な変更があった場合も資料提供により変更可能です。 
■対象箇所が無い場合は空欄のままの様式 1 を送付下さい。 
（1）「資料提供確認」欄（C～G 列）       

  ①未受領と記載されている箇所は、該当の資料を受領しておりませんのでご提供下さい。 
  ②ピンクに塗られた箇所及び斜線の箇所については、資料を受領済等ですので不要です。 
  ③必要図面等（本資料の最後に掲載）の添付の可否に係わらず、プルダウンから必要 
  事項を選択して下さい。 
（2）「確認」欄（H 列）         

   各行の記載内容を確認し、内容が異なる箇所は赤文字で訂正して下さい。確認が済みま 
  したら必ず「済」と記入して下さい。      
（3）「位置図との対象番号」欄（J 列）      

   図面等を添付する必要がある場合は、この欄に通し番号を記入し、その番号を添付 
  ファイル名にも付けて下さい。 

（4）「道路種別」欄（K 列）       

下記から当てはまる道路種別をプルダウンから選択して下さい。 
   1：高速自動車国道      2：都市高速道路        3：一般国道 
   4：主要地方道（都道府県道） 5：主要地方道（指定市道）   6：一般都道府県道 
   7：政令市の一般市道     9：政令市以外の一般市町村道 
    A：臨港道路         B：農道            C：林道 
   D：道路運送法の道路     E：私道            F：その他 
  一般有料道路については、備考欄に「一般有料」と記入して下さい。   
（5）「更新内容等」欄（O 列） 

  ①道路の更新箇所について        

    新規供用、拡幅・中央分離帯設置（上下分離）、線形改良、交差点改良、管理変更 
  （過去３年間の管理変更・廃道など）等を記入して下さい。 
  ②道路施設等について        

    橋梁等の対象施設の名称（漢字等の表記と読み仮名）を、①から改行して記入して 
   下さい。 
 

【該当性の判断基準】  

  令和３年度までに供用予定見込の一般国道、主要地方道、一般都道府県道、政令市道 
（工区の一部での供用予定も該当します） 
  （ただし、5.5m 以上の政令市の農道・林道・臨港道路等は令和元年度まで、3.0m 以上  
  の市道等は平成３０年度開通済みが該当します。） 

・新規供用（道路の新設、バイパス）、拡幅等（車線数の増加・減少、上下線分離の中央分

離帯設置、道路中心線の移動）が該当し、幅員変更のみは該当しません。 
・線形改良（局部改良、橋梁架替、トンネル等による道路中心線の移動）、交差点の改良（交

差点立体化、接続道路位置の変更、導流路の設置・撤去）が該当し、右左折車線の設置の

みは該当しません。 
・スマート IC、橋・高架（延長 15ｍ以上）、トンネル、踏切、立体交差、横断歩道橋、料

金所、SA・PA の駐車場、道路冠水想定箇所、ロックシェッド・スノーシェッド・スノー

シェルター、交差点名称、道路通称名（直轄国道バイパス名など）等が該当します。 
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（6）「データ化反映結果」欄（U 列）  

  ①「データ化済」と書いてある行について      

   デジタル道路地図として既にデータ化済みです。記載データに変更や修正箇所がある 
  場合、赤字で修正して下さい。また、線形変更等により大 幅な変更が生じた場合は 
  その図面等をご提供下さい。 

②「未実施」と書いてある行について       

    右隣の「備考」欄や「資料提供確認」欄等を確認し、照会票を参照の上ご回答下さい。 
（7）B 列の「社会資本欄」の行に記載のある箇所について     

以下に従って、「DRM 該当判断結果」欄（W 列）のプルダウンから選択し、その他の

必要事項を記入して下さい。 
① B 列の「過年度受領欄」等の行に記載されているデータと重複している場合  

「他の記載箇所と重複」を選択し、「備考」欄（V 列）に、既に記載されているデー

タの「DRM 管理番号」（I 列）を記入して下さい。 
② W 列で「該当する」又は「該当する（一部区間）」の場合    

「該当する」又は「該当する（一部区間）を選択し、当該行の記載内容を適宜赤字で

修正・追記した上で、必要図面もご提供下さい。 
③ W 列で「該当しない」場合       

工事内容が該当しない場合は「該当しない（工事内容）」を、供用予定が令和 4 年度

以降のため該当しない場合は年度に合わせ「該当しない（R4 年度供用予定）」等を選

択して下さい。 
④ P 列の供用予定年月について       

供用予定が変更（工事期間の延長等）されているのに修正されないと、記載どおりデ

ータ化されてしまいます。必ず確認して下さい。 
（8）B 列の「新規追加」欄の箇所について 

「令和３年度までに完成」と見込まれる箇所で、B 列の「過年度受領済欄」及び「社会

資本欄」に記載されていないものがあれば、「新規追加」欄へ追記の上、必要図面もご提

供下さい。（事業工区の一部区間等暫定的な供用も含む。） 
（9）「民間提供可否」欄（Y 列） 
      民間への資料提供が「可」の場合は「○」、「否」の場合は「×」を記入してください。 
    ①提供先となる民間・・ＤＲＭ協会との契約により DRMDB を使用している民間企業 
     主にはトヨタ自動車（トヨタマップマスター）、パイオニア（インクリメントＰ）、 
     ゼンリン、昭文社、ダイナミックマップ基盤などデジタル道路地図を作成している 
     民間企業） 
    ②提供する資料・・・位置図、平面図、縦断図、標準断面図、道路中心線座標リスト 
    ③民間での資料の取り扱いなど 
     ・地図作成のみに使用（ＤＲＭ協会との契約で決められているデータベースの使用 
   目的による） 
     ・資料の機密保持（ＤＲＭ協会との契約で決められている機密の保持（第三者への 
      漏洩禁止）による） 
     ・完成時との相違（特に計画・工事段階の資料などで、完成時と異なることが想定 
      されるような場合には、提供を受けた企業の責任で、その差異を最終確認）
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例３  
■道路の線形改良・拡幅、交差点の改良 

  距離標の新設・増設、廃止、変更 

例：位置図	

 位置図は地形図や管内図を使用して 1/25,000～50,000 程度の縮尺で作成する。 

 パンフレット等の地図に位置が明記してあれば、位置図の作成は不要。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

例２ ■道路・バイパスの新設、橋・トンネルの新設、IC・JCT の追加 
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例６ ■道路、橋・高架、トンネル、踏切、交差点、SA・PA 等の名称変更 
例８ ■公共施設（国・都道府県の機関、市町村庁舎等）の新設・移転・ 

廃止、名称変更 

例４ ■踏切、料金所、SA・PA、横断歩道橋 

         スノーシェルタ等の新設・廃止 

例５ ■橋・高架、トンネル、踏切、料金所、SA・PA 

      横断歩道橋、スノーシェルタ等の移設 

例７ ■移管、有料道路の無料化、道路の廃止、 

一方通行の変更、自専道の変更 
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例：平面図 CADデータ（工事用等）	
 CAD 図面のデータを提出する。 

当該予定全区間を含む縮尺 1/500～1/1,000 程度の区画線協議図等、供用時の状況を反映した図面がある場合は、その図面の CAD データを提出する。 

供用時の状況を反映した図面が無い場合は、当該予定全区間を含む縮尺 1/500～1/1,000 程度の道路詳細設計図等の CAD データを提出する。 

例９ 
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例：道路台帳付図データ	
 CAD データ、PDF、紙の優先順位でいずれかを提出する。 

当該全区間を含む縮尺 1/500～1/1,000 程度の台帳付図（境界確定図は不可）を提出する。 

 

例１０ 
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例：中心線座標リスト	
例１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 	

※リストの最初のページに「日本測地系」もしくは「世界測地系」の区分を記載する。 

（世界測地系） 
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例：縦断図 CADデータ	
CAD 図面データを提出する。 

例１２

 

 

縦断図



 18

例：標準横断面 CADデータ	
CAD 図面データを提出する。 

例１３ 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 	

標準横断面 

※平面図で歩道設置状況・路肩状況が確認可能であれば標準横断面図の提出は不要(1/500 程度の平面図を想定) 
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例：道路冠水想定箇所リスト	
 ※各都道府県・政令市から整備局又は国道事務所に資料提出している場合は、提出不要です。 

 リスト内容：道路冠水想定箇所リスト及び位置図 

 対象：道路冠水想定箇所の全て 

 形式：xls 
 

例１４ 
道路冠水想定箇所リスト（事例） 

管理 

番号 

道路冠水危険箇所 

名称 
道路種別 路線名称 

都道府県

名称 

住所 

（市町村）

住所 

（字丁目） 
交差施設名称 備考 

1 鈴木立体 
一般国道 

（指定区間） 
○○号 ○○県 ○○市 ○○市○○ JR 中央本線   

2 佐藤アンダー 主要地方道 主要地方道××号 ○○県 △△市 △△市××町 1 丁目 
  

国道○○号 
歩道 

3 斉藤地下道 一般県道 △△号 ○○県 ○×町 ○×町×× △△通り   

4 
日本高速自動車道 

ボックスカルバート 
市町村道 主要地方道△△号線 ○○県 ○△町 ○△町△△3 番地 

  

日本高速自動車道 
  

5 
JR 貨物線 田中地下

道  
市町村道   ○○県 ××村 ××村大字××字×× JR 貨物線   
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例１５        例１６ 

■道路冠水想定箇所図 

道路冠水想定箇所リストに新規に追加した箇所については、 
箇所図を添付する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■道路冠水想定箇所位置図 

「道路冠水想定箇所図」が無い場合は、地理院地図等に位置を示す。 

番号 種別

国(○○)1 主要地方道

市町村

○○市

名称
ＴＥＬ

名称
ＴＥＬ

名称
ＴＥＬ

起点側 終点側

住　　所

現地写真

備　考

○○国道事務所
１１１(１１１)１１１１

道路管理者 消防署　※緊急時は119番へ

位置図

警察署　※緊急時は110番へ

○○警察署
111(222)2222

△△3丁目

○○消防組合消防本部
１１１(333)3333

県名 丁目 番地

○○県

交差施設名

道路冠水想定箇所

×△号 私鉄△○線

箇所名（通称名）

山田アンダー

路線名
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例１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

■異常気象時通行規制区間の例 

    一般国道雨量規制区間 

    主要地方道雨量規制区間 

    一般県道雨量規制区間 

宮城県サンプル

道路防災情報 Web マップ（個別箇所表）

 異常気象時通行規制区間については、必要に応じて、通行規制区間、起点、終点等の確認をさせていただく場合があります。 
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例１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     一次緊急輸送道路   

     二次緊急輸送道路 

     三次緊急輸送道路 

     一次緊急輸送道路   

     二次緊急輸送道路 

     三次緊急輸送道路 

宮城県サンプル 拡大図（仙台市）

■緊急輸送道路の例 

 緊急輸送道路については、必要に応じて、道路ネットワーク（指定区間）、起点、終点等の確認をさせていただく場合があり

ます。 
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道路種別 ＊ 地　　名
２次メッシュ

コード
ノード
番号

○○市△□ ****** ****

□□市○○ ****** ****

○○市□□ ****** ****

□□市△△ ****** ****

○○△△線 ○○郡△△町□□ ****** ****

□□△△線 △△市□□町
○○市△△字□△***

□□市△△ ****** ****

□△郡○□町△ ****** ****

□□市△△ ****** ****

△△市○○□□ ****** ****

○○市△△ ****** ****

△△市○□郡□△ ****** ****

○○市大字□□

△△市大字■■

路線
番号

一般都道府県道 00** ○○○○線

主要地方道（都道府県道） 00** □□△○線

主要地方道（都道府県道） 00** □△△○線

****** ****

主要地方道（都道府県道） 00** ○△△□線

主要地方道（都道府県道） 00**

主要地方道（都道府県道） 00** ○○□□線

主要地方道（都道府県道） 000* □□△△線

備　　考
道路種別

路　線　名
都道府県内・起終点位置

上段　起点位置データ

下段　終点位置データ

路 線 デ ー タ

都道府県名　　××県 ＊　：　道路種別（１：指定区間　２：指定区間外　空欄：都道府県道・政令市道）

例：路線データ(様式２) 

一般国道、主要地方道、一般都道府県道、主要幹線市道の路線データ（平成３０年度まで）が記載されています。令和元年度内に路線名、起終点 
地名等の変更が見込まれる箇所を見え消しで修正する。また、追加路線として令和元年度内に道路が開通、移管がある場合は、朱書きで追記する。 

例１９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 (注) ①管理境界を都道府県内起点・終点とする。起終点の修正、ノード番号が空白の起終点、新規路線の起終点については、路線図又は管内図等に位置を記入する。 

なお、分かりにくい場合は、縮尺 1/500 など大縮尺の図面に記入する。地名の地番記入は不要。 
②フリガナは不要 
③＊：2 次メッシュコード、ノード番号のチェックは不要 

路線名の変更 

（「見え消し」で旧路線名がわかるようにする） 

追加路線（に道路が開通（部分開通を含む））を朱書きで追記する 
 

※記入例は架空のものです 

市町村合併に伴う終点名（住所）の変更 

（「見え消し」で旧名称が分かるようにする） 
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４．参考・・・・標準的な年間スケジュール 

 
調 査 内 容 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 備 考 

高
速
道
路
・国
道
・都
道
府
県
道
・政
令
市
道 

基礎資料作成説明 
（要領を説明） 

             

基礎資料作成と送付   
 

 
 

 
        

現地資料収集             
DRM 協会より現地でヒア

リング実施 

不明箇所等の照会 
（提出更新情報の不明箇所を照会票等により確認） 

      
 

      

入力箇所の確認 
（当年度に入力したデータの確認） 

      
 

     
当年度に資料を提供 

した箇所の確認 

市
町
村
道 

等 

資料収集 
市町村等へ様式 1S（更新データ一覧表）を 

送付し、資料提出を依頼 

   
 

         

供用状況調査 
（供用状況をホームページや報道発表、問い合わせで随時確認） 

            

随時調査 

 

資料依頼・提出 

（随時） 

資料作成・提出 

回答作成・提出

更新データ確認 


